物質的刺戟の理論と実際（II） by 宮坂 純一
























(34) CM. ， φOpMbl Heo6xo.lHMOro npO.lYKTa npH COUHaJlH3Me, HayKa H TeXHHKa, 1976, cTP.61; 3λyToXHHa， φyHKUHH 
3apa6oTHOH nJlaTbl B pa3BHTOM C OUHaJlHCTH'leCKOM o6mecTBe， α3KOHOM附eCKHe HayKH)) 1983, _M.3 , CTP. 68. 
(35) 3. JIYToxHHa, YKa3. CO可.， CTP. 62. 
(36) I…経済学者のあいだに…賃金の機能の理解そのものに関して統ーがみられない。J (Tpy.l H ero MaTe抑制bHoe



































間 3. J1yroxHHa, 3apa60THaH ﾟ./IaTa: 3aKOHOMepHOCTb H np06凪MbI 中OpMHPQBaHHH， HaYKa H TeXHHKa, 1978, CTP. 38 
-42. 


































(39) 社会的機能はあまり経済的文献にて検討される機会がなかった (TaM 淑e， CTp.) が，これについては， ﾁ. 
MeJIHx, COUllaJIbHaH ゆyHKUlIH 3apa白THOÌÎ nJIaTbl , B KHHre OnJIaTa TPy}l,a npH COUll剖H3Me: BO日pOCblTeopHH H npaKｭ










工業の平均 平 均 工業生産 賃金フォンド 賃金フォンド 1 ルーブル
年 生産人員数 賃 金 物 量 の 総 額 当りの工業生産物
(1 ，000人) (Jレーブ、ル) (10億ルーブル) (1 ，0∞ルーブ、ル) (Jレーブ、ル)
1960 22, 620 1, 099.2 157.4 2准， 863， 904. 。 6.3 
1970 31, 593 1, 599.6 374.3 50, 536, 162.8 7.4 
1971 32, 030 1, 654.8 395.7 53, 003, 244. 。 7.5 
1972 32, 461 1, 705.2 420.0 55, 352, 497.2 7.6 















6xo且HMoro npo.nyKTa.... ・・， CTp. 61.) 
削) r賃金の刺戟化機能の実現は労働に応じた分配原則の利用 l乙依拠している叫 (CHCTeMa ynpa町四HH Tpy且OM B 
pa3BHTOM COL{. o6lUeCTBe, 3KoHoMHKa, 1980, CTp. 210.) 
同 「生産物創造への労働者の貢献が大で、あれば大で、あるほど賃金が高くなる乙とが…・・・賃金の刺戟化役割を決





りたっている。すなわち，①賃率額 (TapH蜘ble CTaBKH) ，②賃率表 (Tap叫H朗 ceTKa) , ③賃率
技能資格便覧 (Tap岬HO・KBa.JI岬IHKaUHOHHb旧 cnpaBO明日K) であり，乙れらに④地域調整給 (pa員0 ・

































と， 1乙見出すことができる。ともあれ，乙の制度の要が職務俸給表( CXeMbI 瓦0λ }J{ HOCTHbIX
OKλa且OB) である。職務俸給表とは従業員の職務熟練(1l0JI }J{ HOCTHa兄 KBaJIH仰KaUHH) を労働





































のすみやかな展開が当時のソビ、エト権力の最優先課題であったことの反映であり， 1918年 7 月
比は，人民委員会議の法令によって，モスクワやレニングづードの大企業や官庁の労働者と職






廃されたのであり，同一労働同一賃金原則が確立した。ちなみに，賃率の上下両極差は 1 : 5 







しているのが1921年の(レーニンが 9 月 10 日付で署名した) r賃率問題に関する基本命題」と
いう(ロシア共和国人民委員会議)法令であり，これによって「平等主義」克服の方向が打ち
だされた。その後 (1921年 9 月 20~26日の)全ソ賃率会議を経て， 1922年に， (すべての労働
者と職員を対象とした)統一17等級賃率表が作成され導入さ必こ旦新しい賃率表では， 1 ~ 4 
等級が見習工， 5 ~ 9 等級が労働者， 10~13等級が計算・統制労働者， 14~17等級が管理・技
(46) B. 旧ep6aKOB， 口OBblweHHe cTHMy.nHPYlOlleH pO.nH 3apa6oTHoH n.naTbl， αCOUHa.nHCTHlJeCKHH TPY且内 1987, .NH. CTp. 20. 
仙の Tpy:且 H 3apa6oTHaH n.naTa B CCCP, 3KoHoMHKa, 1974, CTp. 258. 
(48) TaM )J{e. 
側 TaM )J{e. 
間1) E. rHMne.nbcoH，唱oeHHblH KOMMYHH3M" : no.nHTHKa, npaKTHKa, HJleo.norHH, MbIC.nb, 1973, CTp. 169. rだが，実




(51) Tpy JlH 3apa6oTHaH nJ1aTa B CCCP, CTp. 12. 
(52) Y!CTOPHH COUHa.nHCTH可eCKOH 9KOHOMHKH CCCP (II) , HaYKa, 1977, CTp. 229. 
(53) TaM )J{e. 
(54) . TaM. )J{e. 
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術人員，にそれぞれあてぬ，その全体としての賃率両極格差は 1 : 8 で、ぁ界こが，その内部
















たが，それは，いままでの両極格差 1 : 2 f乙代わる，両極格差 1 : 3.8の賃率表で、ぁ芥こ。こ
の格差は若干の部門では更に大きく，例えば鉱業では 1 : 4.4であったし，機械製作部門では





(5) TaM lKe. 
(56) 小野一郎著『現代社会主義経済論一理論と現状.J)，青木書店， 1979年， 235ページ。
(57) TpYIl H 3apa6oTHaH nJIaTa B CCCP, CTp. 260. 
(58) TaM lKe, CTp. 12. 
(59) I1CTOPHH COUHaJIHCTH'leCKO? 9KOHOMHKH CCCP (II) , CTp. 230. 
(60) B. Ko可HKHH， OOJIHT9KOHOM則eCKHe acneKTWCTHMYJIHpOBaHHH TPY且，a ， 3KOHOMHKa, 1986, CTp. 190. 
(61) 小野一郎著，前掲書， 236ページ。
(62) I1CTOPHH COUHaJIHCTH羽田oìí 9KOHOMHKH CCCP (ffi) , CTp. 71. 
(63) TaM lKe. 
(64) H. MaJIbueB, Op06JIeMbI paCnpelleJIeHHHI B pa3BHTOM COU. o6lUeCTBe, ',3KoHoMHKa, 1976, CTp. 138. 

























製鉄工業 30 3 
非鉄金属工業 79 3 
石油工業 35 2 
化学工業 40 2 












B. Mallep, 3apa6oTHa耳目JIaTa B nepllO.l 
nepeXO.la K KOMMyHII3M~ 3KOHOMII3且aT，
1963, CTp. 149. 
(68) CM., HCTOPIIH CO[ij1aJIIICTII明CKOH 3KOHOMIIKII CCCP (VI) , CTp. 276 -277. 
側 この改革(正確には賃金調整)は，生産部門では第 6 次 5 カ年計画期(1956-60年) I乙，非生産部門では第
7 次 5 カ年計画期 (1964-65年)に，実施された。 (CM. ， Tpy且 11 3apa6oTHaH nJIaTa B CCCP, CTp. 240.) 
聞 この時期l乙，同時に， 8 時間労働日から 7 時間労働日への移行がすすめられた。
。1) Tpy且 11 3apa60TH印刷aTa B CCCP, CTp. 240. 
(72) CM., B. Mallep, 3apa6oTHaH nJIaTa B nepllO.l nepeXO.la K KOMMyHII3My, 3KOHOMII3.llaT, 1969, CTp. 146-150. 
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第 2 ，乙，最低賃金の引きあげについてであるが，ソ連邦では， 1957年からそれがはじまり 4






年 最低賃金(ルーブル 引き上げ率(%) 平均賃金(ループ、刈
1957 年 27~35 100 76.7 
1959~65年 40~45 128~148 96.5 
1968 年 60 171~222 112.7 
1976~80年 70 200~255 155.2 
(出典) P. Ma3HToBa, 3apa6oTHaH n./faTa H np06JIeMbI ee B3aHMOCBH3H C 9KOHOM刑eCKHM HHTepｭ
ecaMH, 113.l-BO Ka3aH yHHBepCTeTa, 1983, CTp_ 59; 
JI. KYHeJIbCKHH, 3apa6oTHaH nJIaTa H CTHMy JIHpOBaHHe TPY且a， 3KoHoMHKa, 1981 , CTp. 
96. 
第 3 IL.，物質的関心の強化および賃金の両極格差縮小という 2 つの主要課省主現に向けて，
いままで適用されていた 8 ~10~12~14等級の賃率表の代わりに，大部分の部門では， 6 ない
し 7 等級賃率表が適用されるようになった(表 4 )0 そしてこれに伴い，賃率の両極格差が，原















8, 9, 10 7 
7, 8, 10, 12 7 
7, 8 6 
10 6 
8, 15 6 
7, 8, 9 6 (出典)
数 6 B. MaHep, Y Ka3. CO可.， CTp. 
148. 
同 H. MaJIblleB, YKa3. CO可.， CTp. 146_ コンベルクとスシキナの論文において，この期間賃金格差が縮少傾向を
示した乙とが，具体的な数字で，あきらかにされている。 (CM.，兄 rOM6epr ， JI. CYllIKHHa, OCHO聞ble HanpaBｭ





両 極 格 差
改革前 改革後
25 -3.6 2.6 
2.3-2.5 2.0 
2.4-2.6 1.8 







そしてその後， 1972年の終りから「新しい賃率体系」の導入がはじまり，第 9 次 5 カ年計画時
(1971-1975年)には月額最低賃金が70ルーブルに設定されるとともに，いままでの 2 つのタ
イプdb覧の代り lムすべての部門に義務的な統一賃率技能資格便覧 (E，朋H凶叩帥HO-KBaJIH・
φHKaUHOHHblH CnpaBO即日K H npo<jJecc凶 pa60tIHX) が導入された。乙の統一便覧は，所属省庁に関
わりなくまた部門別にでもなく，国民経済のすべての部門の企業に，適用される乙とになった。
それとともに，生産部門では，基本的には， 6 等級の賃率表が定められるに至った。 1956-60
年の賃金調整後は， 6 等級の賃率表とともに，いまだ7 ，8 ，あるいは10 さらには12等級の賃率表
も適用されていたが，第 9 次 5 カ年計画時の新しい労働支払条件の導入後は，圧倒的大多数の




第 3 のタイプは軽工業や食品工業で適用されており，格差は 1.0: 1 ・88であ点但し，電気エ
ネルギー産業では 7 等級がいまだ維持され，その格差が 1 : 1 ・9 となってい♂また，極めて複
雑なそして高生産的機械に従事している労働者に対しては，多くの部門で，等級外の賃率額が
定められており，その額は 6等級のそれの12.5%増になって lJE(ただし，製鉄業の基本職
(75) H. Ma品ueB， YKa3. CO可.， C'rp. 153. 
間 それまではソ連邦の工業において 2 種類の賃率技能資格便覧が適用されていた。 1 つは所与の生産部門にの
み典型的な職種，専門，作業を含んだ部門別賃率技能資格便覧であり，もう l つは様々な部門に共通する職種
(いわゆる横断的職種)や作業を規定した部門間賃率技能資格便覧(統一便覧 E.llHHb説明問中HO・印刷日抑制朋OH­
Hblﾜ cnpaBO可HHK pa60可HX CKB03HblX np崎町CH曲といわれている乙ともある)であった。
開凡 KYHeJlbCKHÜ， OOBblw.eHHe CTHMYJlHp戸ow.eü 恒OJIH 3apaﾕOTHoA nJlaTblH onTHMH3aUH耳 目 CTPYKTypb~ 3KoHoMHKa, 
1975, CTp. 104. 
。8) H. MaJlbueB, YKa3. CO可.， CTp. 153. 
(79) TaM ?e. 








賃率表の指標 I H 田 町 V 百
鉱 業
賃率係数 1.0 1.11 1.22 1.38 1.58 1.86 
相対的増加率.(%) 11 11 13 14 18 
総対的増加 0.11 0.11 0.16 0.20 0.28 
化学，石油加工，紡績，機械製作
賃率係数 1.0 1.09 1.50 1.71 
相対的増加率陥) 9 11 I 11 13 14 
絶対的増加 0.9 0.17 0.21 
軽工業，食品業
賃率係数 1.0 1.07 1.38 1.58 
相対的増加率悦) 7 7! 9 11 14 
絶対的増加 0.7 0.7 I 0.9 0.13 0.20 
(出典) 3KOHOM HK8 TPY.ll8, Bblcm8H 四OJI8， 1976, CTp. 254;r. 且BopeI脚兄 H






賃金に賃率 賃金調整 新 条 件
部分が占め 以 後 (1972-75年) 以 後
る割合協) 以 前 導入以前
労 働 者 57.4 76.6 64 71 
技術労働者 70 85 74 76 




(81) I賃率表に労働条件が考慮されている製鉄業においてのみ，等級の数は 8 つである叫 (3KOHOMHK8 TPY.ll8, 
BbICll8H lllKOJI8, 1976, CTp. 244.) 
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工業部門 60年代初期の 68年以降の最 72 年の最低
賃金整理後
低賃金60ルー 賃金 70 ルー
プル導入後 ブル導入後
石炭(地下作業) 1 : 2.25 1 : 2.25 1 : 1.86 
石油(採油) 1 : 2 1 : 1.78 1 : 1.86 
化 学 1 : 2.31 1 : 1.67 1 : 1.71 
機 械 製 作 1 : 2 1 : 1.79 1 : 1.71 
織 物 1 : 1.8 1 : 1.47 1 : 1.71 
裁縫・製皮 1 : 1.8 1 : 1.38 1 : 1.58 
食 口ロ口 1 : 1.8 1 : 1.35 1 : 1.58 












(82) I新しい賃率表は賃率係数の累増原則にもとづいて構築されている叫 (r. llBopelij{aH H .llPY., OpraHH3aUHH 
OnJJaTbl H CTHMyJJHpOBaHI1H Tpy且a B npOMbllll.lleHHOCTI1, TexHiKa, 1979, CTp. 64.) その他の賃率係数の構造の型に
ついては，海道進著『社会主義賃金の理論ゎ ミネルヴァ書房，昭和45年， 79~80ページを参照されたい。




結びついている叫 (n. nYlUKI1H, c. 0日朝日HKOB， liaYQHaH OpraHI13a朋H TpY.la 1 TeXHI1羽田oe HOpM叩OBa閉じ JIer. 
















第27回党大会 (1986年)は，第12次 5 カ年計画期 (1986~90年)およびそれ以降において国
民生活のすべての側面を包括する国民福祉増進計画を実現する乙と，を最も重要な課題とし男。
















でもある。(プレミアムの意味については，宮坂純一著『ソビエト労務管理論J ，千倉書房， 1977年， 209 ペ
ージも参照されたい。)































そ d? の引き上げが，すべての生産部門附いて，予定されている。ま閣時に，現行の 6 等
。3) ( 餔 lJ1a.nI1CTH'JeCKI1H TPY且i内 1987 ， M1 , CTp. 9. 
例 「今回の賃金改革の課題は，簡単に云えば，賃金の刺戟化役割の強化，平等化の根絶，賃金組織のいままで
の欠陥の支服，である叫( CM. ， λ. KOCTI1H，口epeCTpOHKa CI1CTeMbl on.naTbl TpY.lla, ( BOnpOCbl 9 KOHOMI1問、 1987 ，
M11 , CTp. 4 1.)だが，平等主義との闘いは (1956年の改革がそれを目的としていた乙とからもわかるように)
今回の賃金改革だけの特徴ではないのであり，社会主義賃金改革はある意味で、はつねにそれとの闘いであった
のだ。
(95) CM. , A. KOBa.neB, COBep山eHCTBOBaHl1e pacnpe.le.nI1Te.nbHblx OTHOll.eHI1H Ha COBpeMeHHOM 9Tane， α3KOHOMI刊eCKl1e
Hay問、 1987 ， M4, CTp. 5 -6. 
(96) 大多数の労働者は平均して20-25%であるが，乙れらの働き手には賃率額を40-45%引きあげることが予定




両極の賃率格差も拡大されている。例えば，機械製作部門では 1 : 1.71から 1 : 2.0へ，重工
業部門では 1 : 2.1から 1 : 2.3へ，軽工業部門では 1 : 1. 7から 1 : 1.8へ，と格差が拡がって
し11 。さらには，全体として，労働者の賃率額よりも技術労働者(日 TP) の俸給額の万がヨ
リ大きなアップ率が見込まれているが，その日 TP のなかでも，現在の 2 ランクを廃止して，
スペシャリストを 4 段階でラインク付ける方向が打ちだされている。例えば，技師 (HH舵Hep)
に関して云えば，いままでは技師と上級技師の 2 ランクだけで、あったが，今後は，技師，第 2 範
轄の技師，第 l 範障の技師，指導 (Be且Y山凶)技師，にランク付けされ，俸給額も 130 ルーブル
から 230 ルーブ、ルと上下 100 ループ、ルの格差が予定されている。
ラジカル (1∞) 
その他にも，ヨリ急進的な提案がだされている。例えば，同一等級の労働者の技能の相違を賃金に反映
させるために，いままでは技能給 (Ha且6印刷 3a npo併CCHOHaJIbHOe MaCTepCTBo) が実践されてきている。こ
















間B.凹ep6aKOB， Y Ka3. CO可.， CTp. 31. 
側 CM.， αCOUHaJIHCTH'-leCKHH TPYが， 1987, M3, CTp. 7 -48. 
(9) CM. ， αCOUH制HCTH'leCKHH TPY.ll>), 1987, Ml , Cη. 11. 
(1ω) CM., ( 3KOHOMH'IeCKHe HaYKH内 1988 ， N.06, CTp. 34 -40. 
(101) rソ連共産営第27回大会資料集.1， 166ページ。














(1)賃金フォンド自体が，その年次拡大計画によって， 90， 000--100 ，000ルーブルへ増額する
乙と，









事管理の多くの部門に大きな影響を及ぼすことになるであろう。事実， 1985年 7 月から経済実
験をはじめた臼ロシア鉄道では， 1987年10月 1 日までに，全従業員の13%に相当する 13200 人
が解職された。その内訳は， 5344人 (40.4%) が年金生活にはいり， 5149人 (39%) が他部門













(l邸) CM., (<COL¥HaJIHCTHlJeCKH? TPY.ll>), 1987, M4, CTp. 21. 
(l侃)新しい「賃率額および俸給額の企業での実施は人員の一定部分1の解職を前提としている叫( r新しい賃率
額…実施…勧告』より) (< COL\HaJIHCTHlJeCK目前 TP阿川 1987，地2， CTp. 93.) 
(107) CM., B. 6剖HJIO， TpY.lOYCTpo?CTBO BbICB060淑灰HHbIX pa6oTHHKOB, (<Cou. TPY.ll>>, 1987, N~ ， CTp. 53. 
(1関) CM., (< COL\HaJIHCTHlJeCKHìí 叩Y.ll内 1987 ， .N:.06, CTP. 51. 





ば， 1965年には工業の技術労働者 (11T P) の賃金は労働者のそれの 146%であったが， 1970 






















(110) 一般に今回の改革の背景にはつぎのような認識がある。「工業では， 1 T Pの賃金が， 1965年l乙は，労働者の
それよりも，平均して， 46%高かったが， 1980年には15%になった。賃金による刺戟化機能の遂行という観点
からすると，労働者とl1 TPの労働支払のとのような相互関係は，職種士の技量の向上，技能水準の向上， 1 
TPが責任ある仕事を遂行しようとする志向，を然るべく刺戟しなかった叫 (3KOHOM削eCKHe OCHOBbl CO即制HCT­
削eCKoro o6pa3a 米H3HH B yCJlOBHHX pa3BHToro' COlUlaJlH3Ma, HaYKa, 1983, CTp. 148.) また， Op06J1eMbl OTHO山e­
HHH pacnp回目eHHH， HaYKa, 1983, CTp. 80にも同様の指摘がある。
(ll) í現在，賃率制度を介した熟練向上刺戟化メカニズムが改善を必要としている叫 (傍点原文) (Op06J1eMbl 
OTHO凹eHHH pacnpeJleJleHHH, CTp. 95.) 
(12) í将来的には，労賃格差の縮小が客観的合法則性である叫 (COBeplUeHCTBOBaHHe pac目前且eJlHTe品HblX OTHO山間凶
B YCJlOBHHX HHTeHC岬HI個別H o6lUeCTBeHHoro npOH3BOJlCTBa, HayKa, 198ô, CTp. 140.) í様々な働き手範障の労働支
払水準格差の全般的傾向はその縮小…である叫 (E. TpeH凹KOB， OpraHH3al脚 onJlaThlTpYJla pa60可HX H cJly畑町X，
OpO仰3JlaT， 1986, CTp. 2 1.)乙の点，クニエリスキー (JI. KYHeJlbcKHH) は， 1981年 l乙，社会主義のもとでの賃
金格差の方向を長期的に考えれば，それは縮小傾向であると断じ，その全般的傾向の枠内でi一時的に拡大傾向
を示したり縮小傾向を示したりするにすぎない，と論じている。(九 KYHeJlbCKHH， 3apa6oTHaH nJlaTa H CTHMyJlHｭ
































(13) E. MaHeBH'I, BOnpOcbl TpY.la B CCCP, HaYKa, 1980, CTp. 136. 
(14) CM., COBepmeHcTBoBaHHe pacnpeJleJlHTeJlbHblX OTHO凹eHHH B yCIIOBH珂x……， CTP. 140~ 141 , 
(15) 乙の理解l乙従えば，過去にいくつかの否定的現象があらわれたことは乙の(縮小)を誤って機械的に実現し
ょうとした結果である，と云えるであろう。
(16) E. MaHe日間， YKa3. CO可.， CTp. 138. 
~lカ TaM )f{e, CTP. 137. 
(18) CM., COBepmeHcTBoBaHHe pacnpe且，eJlHTeJlbHbIX oTHomeHHH B yCJlOBHHX……, CTP. 140~ 141. 
(19) E. KacHMoBcKHH, COl.¥HaJlbHaH CnpaBe.lJlHBOCTb H COBepmeHCTBOBaHHe pacnpe.leJlHTeJlbHblX OTHO凶eHHH B CCCP, 
(< 3KOHOMH'IeCKHe HaYKH>), 1986, .M12, CTp. 3. この「社会的公正」概念は，カシモフスキーによれば，いまま
で，哲学，科学的共産主義，倫理学，心理学，経済学，労働法などでの教科書で使われることなし政治学辞
































例えば， 1980年には，労働者および職員の 1 カ月の平均は 168 ルーブルで、あり，社会的消費フォンドか
らの支払および特典を考慮に入れると，それは 232 ルーブルに達する。そして， 1 家族から，平均して，




(12) CM.,M. PYT即日附， COlmaJIHCTH<leCKaH cnpaBe.llJlHBOCTb内 COl\HaJIOrH明CKHe HCCJIe~OBaHHH内 1986， .M3, CTp. 14-15. 
(1Zl) CM., JI. rOp~OH， COl脚JIbHaH nOJIHTHKa B C併pe OnJIaTbl TPY ~a ( Bqepa n cero且HH) ， αCO'-lHaJIOrH可eCKHe HCCJIe. 
~OBaHHH)) 1987，品化 CTp. 4. 




1 カ年平均 1 カ月平均
平均賃金(社会的消費フォン
3118 (3482) 260( 290) 
ドからの支払や特典を含む)
平均貨幣賃金 2218(2466) 185( 205) 
その内休暇手当 157 ( 190) 13 ( 16) 
社会的消費フォンドからの支 900(1016) 75 ( 85) 
払と特典(1人当り平均)
* ( )内の数は工業労働者のみのそれ
(出典) Hapo.lHOe X0351I1CTB. CCCP B 1984r., CTp. 428 から作成。
表 10 労働者およひ職員家族の所得構造(%)
1970年
家 族 の 総 所 得 100 
内 訳
収 入 72.0 家 族 の 賃 金 (74.4) 
年金，奨学金，補助金および社会的 21. 5 消費フォンドからのその他の支払・ (22. 1) 特典(教育や治療への補助を含む)
3.9 高U 業 か ら の 収 入 ( 1.3) 
2.2.6 そ の 他 の 収 入 ( 2.2) 
* ( )内の数字は工業労働者家族のみのそれ
(出典) TaM )({e, CTp.427 から作成。
1975年 1980年
100 100 





( 0.9) ( 0.7) 
2.7 2.4 




































































































-刺・系・的・の・質・物社会主義 I 1.生産力の不充分きでの必然~ 2. 労働の異種性






























この比較が公正惑あるいは不公正!曹の前提であるω (On.naTbl TPY.la npH cOUHa.nH3Me, CTp. 83.) 
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